市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：藤枝市に児童館を
　私は、市内には存在しない児童館を設置すべきだという立場で市の見解を問いたいと思います。児童館事業は、児童に健全な遊びの場を与え、健康と体力を増進する施設として法律ではなっているが、平たく言うと未就学児だけでなく小学生以上の児童へ遊びを通じて人格形成を担う施設であり、かつ親子のふれあいの場、児童の親同士・もちろん児童同士の交流の場として情操を豊かにする事が目的とされている施設である。
　現在、市内には各公民館や保育園施設に併設する形で「子育て支援事業」やビビにおける「おやこ館」事業などが積極的に行われているが、基本は未就学児で親同伴の利用に限られる。一方、児童館は小学生以上の児童は親の同伴や送迎なしでも利用でき「子どもの憩いの場」、多忙な子育て世代の親にとっても重宝される施設でもある。　
児童館の基本的な設備は、集会室・遊戯室・図書室の3つがあれば可であり、必要に応じて相談室、創作活動室、静養室を設けるとされているが、遊戯室、図書室以外は公民館等にある既存の社会福祉施設との供用も可能とされている。（運動を主とする機能を併設する規模の大きい施設を児童センターと呼んで児童館と区分けされている）
　この児童館（もしくは児童センター）が本市には存在しない。私は、通告に当たって、焼津市（旧大井川町）“とまとぴあ”、島田市（旧ユニー跡地）こども館（プレイルームぽるて）、初倉児童館3館を調査してきた。3館それぞれに特徴があり、島田市こども館は、児童館とは別に前市長がお金をかけてデンマーク製の遊具を数多く設置しているところで、本来の目的とは違ったが多くの子供に利用されていて、私も2年生の娘を連れて行ったが、たくさんの子供が来ていて2時間の時間制限がなければならないほど収拾がつかないほどであった。また初倉児童館では、ゲーム機での遊びがはやる昨今、児童厚生員手作りの玩具や学習教室などで豊かに遊ぶ子の姿を見て、こども館にはない良さがあり、「子育てするなら藤枝」というなら是非本市でも必要な事業であると感じた。
1、 上記のような理由で本市も児童館設置を検討すべきではないか。
2、 本市で児童館が出来ない理由は何か。
3、 本市は「子育てするなら藤枝」を標榜しポスターまで作成しているが、近隣市の児童館に藤枝市内の親子が利用している実態に対しどう感じるか。
※なお、島田のこども館は詳しいデーターがなかったが、焼津の“とまとぴあ“26年度利用実績、1年生（全体1425名中159名が藤枝市）2年生（全体1968名中253名が藤枝市）など
（答）本市では、これまで地域の身近なところで、子育て中の親子が気軽に集い、子どもを産み育てられるよう、市内各所に子育て支援センターを整備し、子育て支援の充実に努めてきた。
これまで、市内１２か所の子育て支援センターを整備し、年間延べ１３万人余の親子に利用されていることから、子育て世帯が自由に選択し、利用できる地域分散方式が市民にとって有益であると考える。
「藤枝おやこ館」は、親と子どもの「こころ」の育成に重点を置いた公設民営の拠点として、安心して過ごせる居場所の提供や育児講座の開催、あるいは、専門のカウンセラーが相談を行うなど、親と子に癒しと安心を与えている。
「おやこ館」は、ボランティア団体が独自に先進的な運営に取り組んでおり、すでに開館して５年目となるが、開館以来、大勢の親子に利用され、間もなく入館者１０万人となる見込み。
本年度、“子育てするなら藤枝”を象徴する「れんげじスマイルホール」の整備を進めており、健康・予防日本一のまち、オリジナルのスポーツ保育、健康教育の共存する新たな拠点とする。
小学生までの子どもの「からだ」を育む応援施設となるよう、他の施設にはない遊具の設置やスポーツ保育の提供など、近隣市の児童館とは違う独自の要素を加えるよう現在検討中。
児童館に求められる機能については、「藤枝おやこ館」と「れんげじスマイルホール」の２つの拠点に併せ、来年４月開設予定の仮称藤枝東公民館を加えた１３か所の子育て支援センターの連携により、より効果的な形で機能していると考える。
近隣市の児童館を本市の親子が利用している実態について、どこの児童施設を利用するかは、例えば、友人との交流、外出先での余裕時間など、様々な考えのもとに、行動が起こされる。
本市の市民が、他市の子育て施設を利用し、逆に本市の施設を他市の市民が利用する、こういった相互利用は、広域連携により志太榛原地域の中核的都市を目指そうとする本市にとって、歓迎すべきことと考える。
「れんげじスマイルホール」が完成したあかつきには、蓮華寺池公園で憩い、れんげじスマイルホールで遊ぶといった来訪者の増大が見込まれ、一方、藤枝おやこ館でも焼津や島田の市民が利用するといった形で、子どもを地域全体の宝と捉え、健やかな成長を支えるよう、近隣市との連携を進め、さらに利用しやすい環境づくりに努める。
（問）「おやこ館」「スマイルホール」（すべてではないが）「子育て支援センター」いずれも、未就学児を中心にした施設であり、就学児童を対象にした児童館と位置づけが違うのではないか。
児童館は小学生以上の児童が児童だけで利用できる施設で位置づけが異なる。小学生に遊びを保障する活動を行っている。児童厚生員や児童館施設が様々な遊びや運動を提供する事によって遊びを通じて子ども人格発達を促す施設であり、子育て支援施設と同列に論じられるものではない。役割も異なる。だからこそ、本市の親子が市外の施設に出かけてまで行って利用しているのではないか。児童館の設置、新設こそ求められているのではないか。
（答）就学児童は、公設の支援センター12か所のうち2か所で対応しているし、蓮花寺スマイルホールで十分機能が果たせている。
（問）現在市内にある既存の子育て支援センターやおやこ館が果たしている役割にケチをつけるつもりはない。ケチをつけるのは市内にある施設の連携で、児童館の機能は十分かつ効果的に果たされているという認識に対してである。
通告後、小学生2年生の娘と午後に高洲交流センター&初倉児童館に行ってきた。
　所が、交流センターは30分もすれば「もう飽きた」　そのあと言った初倉児童館は3時過ぎにいって5時の閉館になっても帰ろうとしない。
理由は簡単、前者は幼児向けで後者は小学生向けになっている。
玩具などもプラレール、積み木、塗り絵など。幼児は夢中になって遊ぶけど小学生はもたない。一方で、初倉児童館は、小学生のころ誰しも遊んだ遊具　竹馬　ベーゴマ、フラフープ、一輪車　など　小学生が夢中になれるものが中心である。
イベント内容もどうか。　6月のだより（わらべうた1歳までの子　他は自由参加となっているが、ちいさなお話会（絵本）など全てが幼稚園児かそれ以下の子が対象である一方で、児童館のイベント　垂直跳びレッスンや畑プロジェクト（収穫と調理）など　ほとんどが小学生向けイベント
利用実態はどうか、交流センター利用者のうち　24000人中（親も含め）ての小学生は1200人。　　　　　　　　　初倉児童館は同じ24000人中の小学9300人。もちろん幼児の利用者もいるが、5600人位で小学生の方が多い。これが児童館的役割を果たしている一つの証である。
ビビにある、おやこ館はどうか。これはさらに小さい子供向けスペースではないのか。日曜日言ってみてきたが午前中11名の子供が来ていて0歳が1名、1歳が4名、2歳が5名だった。カウンセリングではなく遊び場としていっている。カウンセリングもそのほとんどが離乳食講座や発達支援のためのものではないか。　
蓮花寺スマイルホールは、どういうものかまだわからないが、夜になると玩具を片づけて大人向けスポーツ広場にするようなもので、どれほど児童館的役割を果たせるのか。
地域分散型で子育て支援センターを12か所あるから役割を果たしているという点は話にならない、公民館以外保育園等で行っている支援センターは基本的に小学生は利用できない
児童館と言うのは対象は18歳までです。小学生だけにとどまりません。初倉児童館の利用を見ると、
さすがに減るが中学生（1219人）や高校生（404人）も来ている。そのほとんどは小さい頃から通ってきていて、大きくなっても児童館で卓球などのスポーツ、静養室を利用して受験勉強など、すべての児童が利用できる施設である。未就学児にとどまらず、全ての児童、中心は小学生だが、児童福祉施設の中で唯一“すべての児童”が利用できるのが児童館である。
未就学児童を対象としている子育て支援センターは、その方向で発揮しているのは確かだが、それが機能しているからといって児童館的な役割を果たしているという認識は改めるべきではないか。
（答）地域の子育て支援センターはその通りであり、
2か所の交流センターで小学生の利用が少ないことについて考えていく必要はある。
　蓮花寺スマイルホールは、小学生の居場所として蓮花寺池や博物館など近接している立地条件を生かして運営を検討している。
（問）児童館を作るのは難しいことではない。島田のこども館のイメージではない。児童館に必要な設備、厚労省が設置運営要綱の中で示しているのは、３つなければならないとしている、遊戯室、図書室、集会室である。上記3件と必要に応じて相談室、創作活動室、静養室、及び児童クラブ室など。ただし、他の社会福祉施設等を併設する場合は、遊戯室、図書室以外は共用が可能。つまり、集会室は兼用でもよい。
初倉児童館、公民館と包括との兼用です。図書室、遊戯室が必須だが、現在藤枝市の全ての公民館には図書室があり、調べたところ貸し借りの制限は出るが公民館の図書室は図書館の出張サービスのような位置づけであり、児童館の図書室と兼用でもかまわない、遊戯室（子育て支援センター）は高洲、青島北にあるが、前述の設置要綱では217・6平方以上となっていて青島北235、高洲239とクリアしている。
児童館は小学生が来るので午後の利用が基本となる。現在の子育て支援センターは未就学児の親同伴利用なので、基本午前中が多い。両社とも似て非なるものであるが、初倉は1か所で児童、未就学児それぞれが楽しめる遊具で全ての世代の子供が遊べる部屋を作っていた。児童厚生員が2名以上必要とされるが、保育士や幼稚園教諭の資格があれば簡単な研修で取得でき、子育て支援センターには有資格者が勤務している。以上の状況を見ると、既存の公民館施設を児童館にする事は今すぐにでもできる。
（答）確かにそういう所であるが、安全面も課題とし、小学生の利用が出来るように考えていく。
教育委員会改革に対する本市の対応
（問）今年4月より改正された地方教育行政法による、教育委員会制度が大きく変わりました。核となるのは、市長に任命権のない教育委員会の教育委員長を廃止することですが、半世紀ぶりに代わる新たな法律の下で、自治体の教育制度がどう変わるのか、今回はその発展を願う提言を含めつつ、今改定を機に安倍政権が教育委員会制度に首長の意向を反映させ、国いうがままに（特に侵略戦争を美化する教科書の採択を主眼にして）教育行政を行う狙いを阻止する具体化を確認したいと思います。
教育委員会を巡るこの間の流れをまず申し上げますと、大津のいじめ自殺事件の隠ぺいに対し国民の強い批判が教育委員会に集中しました。安倍政権はそれに目をつけて教育委員会そのものを廃止するといじめ事件の本質を委員会の存在問題にすり替えました。
大津の事件は教育委員会自体にも問題はあったのですが、安倍政権の本音は教育行政を首長直結にして、教育の右傾化、競争激化を進めることにありました。しかし、これに対し保守層を含めて広範な人が反対し、運動や論戦によって教育委員長職は廃止されたものの、教育委員会自体は存続されることになりました。しかし、後段に触れるように首長の権限を強める3つの要素は制度化されました。
一方で教育委員会自体は残ったわけですから、教育の最高意思決定機関は首長でもなければ教育長でもなく教育委員会であるという事を法改変後どう堅持し、さらにどう発展させていくか、またこの３要素によって首長が教育委員会の権限に属するものに対し深く介入する事を防ぐ取組の構築を、本議会で問いたい。
なお、この質問は現在の北村市政と山本教育長、教育行政の在り方を問うものではなく、法の制定により、教育行政が健全な住民自治の立場で機能していく事、今後の取組を問うものであるので誤解の内容に申し添えておきます。
1 住民自治機関として教育委員会を発展させるためにどう取り組むか。
もともと教育委員会は、戦前の国いうがままの軍国教育（お国のためなら死んでもよい）のもとで多数の被害者を生み出した歴史を痛苦の教訓として、戦後教育は住民代表からなる教育委員会が教育の最高意思決定機関とする、それが教育行政を指揮監督する、という考えからスタートしております。
しかし、実際は国あるいは県の方針どおりに教育行政をすすめる上意下達、事務局がほとんどシナリオを作成する形骸化が全国の教育委員会において進んでおります。
これを従来のように住民の要求を吸い上げて活動する機関として改革、活性化させる事が重要ではないでしょうか。その取り組みをどう行うのか。
（答）
教育委員の選出は、市内から等しく選出されるよう、世帯数や人口を考慮し候補者の選定を行っており、地方教育行政法の規定に基づき、委員の年齢、性別、職業等に偏りが生じないよう配慮し、委員は地域の代表として活動している。　
教育委員には教育分野だけでなく関係する施策についても、積極的に情報提供を行うとともに、学校訪問による教育現場の視察や、学校で実施される各種研修へ積極的に参加するなど、委員会の活性化を図っている。
（再）
文科省では毎年教育委員会のデータ調査「教育委員会の現状に関する調査」を全自治体向けに行っており、その中には教育委員会が地域住民等の意見を聴収している。
１；教育委員会会議で学校や事務局に寄せられた意見等を紹介した回数
２：保護者や地域住民の意見等を聴収し、意見交換を行った回数（公聴会）
24年、25年それぞれ本市はどうこたえているか。
（答）それぞれゼロである。
（問）それ自体を責めるつもりはない。全体でも62%　70%（24年度）ゼロであり、ほかでもほとんどがやっていない。問題の根源は教育委員会がそれに見合う身分保障になっていないこと（常勤ではなく非常勤、経験はあるけれど、常勤である事務局との現場認識の有無）
教育委員会の議事録を見たが、一見活発な意見が交わされているようだけど、全てが委員か知らないことを事務局に聞くだけ
※外国人児童が何人学校に在籍しているか
※ALTの選考はどう行われているか
※求職とは別の献立を食べている児童の数であり、議論にそれ以上の発展はない
教育委員会が実際自治機関として役割を果たすためには、教育委員の身分を保障し、受け身ではなく現場に出向き、子ども、保護者、教師の苦悩や要求を肌で感じる事、子供目線、市民目線で事務局の説明をチェックできるようになることが肝要であり、そうなってこそ教育委員会が活性化する。
（答）教育に関して、高い見識を持ち、教育現場にも出向き前向きな取組をしている。
（問）現在の在り方を攻めているのではなく、前向きな提言をしている。これは国会で共産党が提案し、文科省「素晴らしい提案だと思う」と応じたほどだ。　机とロッカーくらいあってもいいのではないか。
先ほども触れました、今回の法改変で加わった３つの要素の首長暴走を防ぐ取組の具体化についてです。
１点目は、教育委員会の新教育長について
教育委員長が廃止された事により、教育の意思決定をする権限が教育委員会にあるのか新教育長にあるのか。本年2月議会の私の議案質疑の際、新制度のもとでも教育長ではなく教育委員会にある事とすると言う答弁が出ているが、それはその通りでありまして、国もその方針を通知で示しています。（2014年7月17日付）
なお、この通知は、法制定までの間に国会論戦で明らかになった事柄、教育委員会が残ったことによって、首長の権限が教育行政に介入しないようにするための留意事項（これは民主的な教育制度を望む国会論戦で書かざるを得なかったわけだが）が示されております。
教育長と教育委員会とのあり方については、その他4項目が示されており（１、委員による教育長の事務執行に対するチェック機能の強化　２、教育委員による会議招集要求への対応　３、教育長の教育委員への報告の在り方を規則で適正に定める　４、教育長への委任事項の見直し、委任の解除を可能とする事）こうした事を実行する事により教育委員会が意思決定機関であることがより鮮明にする事になるが、どう具体化するか
（答）指摘の４項目については、「藤枝市教育委員会会議規則」、「教育委員会の権限の一部を教育長に委任する規則」を新教育委員会制度に合わせて改正し、特に教育長の専決事務等を委員会の会議で委員へ報告し承認を得ることなど、委員による教育長の事務執行のチェック機能は強化され、より委員会の持つ権限が明確化されている
（問）首長による、教育目標、施策の方針「大綱」策定について
　法改変により新たに首長に教育政策の「大綱」策定権が与えられました。「大綱」なるものは、どの自治体も定めていませんでしたが、新法により全ての自治体が策定をしなければならなくなりました。
　しかし、教育委員会は首長から独立した意思決定機関として残った以上、首長が「大綱」を策定する事自体に矛盾が生まれています。国会でも議論されたが、首長が勝手に「大綱」に書き込むことは正しくないと上記の通知では確認されている。それをど　　う具体化するか。
また、国が「教育振興基本計画」なるものを定めて、地方が参酌するように求め旧来の上意下達の教育政策を地方に押し付けようとしているが、参酌とはこれは「参考にせよ」程度の事であり（これも同様の通知に明記されている）今後本市が定める「大綱」はあくまでも地域の実情に踏まえたものを策定する方針であるか。
（答）本市では、市長と教育長、教育部局の十分な連携のもと、市民や有識者による「子ども未来応援会議」を設置し、本市の特長や実情を踏まえ、広く各方面からの意見も反映して、「藤枝市教育振興基本計画」を策定した。
教育大綱の策定にあたり、第１回藤枝市総合教育会議で、「藤枝市教育振興基本計画」を「藤枝市教育大綱」とすることを提案し、協議の結果、同意をいただき大綱を決定した。
（問）現在の在り方を問うているのではない。今後の「大綱」の取り扱いについてである。
教育委員会だけに権限が属するものや両者の権限が重なっているものなどに、教育委員会の同意なく首長が大綱に書き込むことがないようにするという事。国会でも、首長が勝手に調整がつかないことを大綱に書いても教育委員会に尊重の義務はなく別の執行を行える、法律では教育長、教育委員に大綱に意を用いることを求めているが、首長が勝手に書き込んだ大綱についてはその限りではない。との答弁。これに間違いないか
（答）勝手に書くというものではない。総合教育会議の協議の場で、首長と教育委員会が協議をして定めていく。
（問）作るとなった以上は、今後作らなければならない。
東久留米市では、わずか2回の会議、2時間で案が決まり、そこには学校の統廃合や愛国心を育てる特定の内容が含まれている。住民の意見など取り上げる事も全くなく決められている。今後、当市に置いては住民合意（従来の教育振興計画、こども未来会議）を大切にした創造的なものになるようにする、その立場か
（答）間違いない。
（問）通告に対しての答えがないが、国の「教育振興基本計画」と地方の「大綱」との関連は、あくまでも参酌であり、通知の文言を借りれば参考にするという程度の意味であり、首長が定める「大綱」は、あくまでも地域の実情に応じたものであるか。
（答）あくまでも参酌であり、本市独自のものを策定していく。
（問）総合教育会議について
　法改変により新たに設置された首長と教育委員会との「協議」「調整」の場であるが、地方自治法上の附属機関（首長サイドの機関）には当たらないことは国が認めている。あくまでも2つの機関が対等平等な協議体という位置づけだが、そうである以上、この会議において首長が暴走し教育委員会の専決事項にまで深く介入しないような取り組みの具体化をするべきであるが、どう進めるか。
（答）総合教育会議は、制度の趣旨の一つである首長と教育委員会の連携強化として、両者が教育行政の重点的に講ずべき施策などについて協議・調整を行う場であり、教育政策の方向性を共有して、施策の推進にあたることが期待されている。
・先日の総合教育会議においても、会議における事務の調整の結果を互いに尊重することを設置要綱で定め、両者で確認のもと開催した。
（問）連携、意思疎通は当然であるが、質問内容は地方公共団体の長と教育委員会という両執行機関があくまでも対等であるか、首長サイドの機関ではないか。設置要綱には、その点になんら触れていない。
（答）そこで協議調整されたものは、互いの立場で等しく尊重していくものである。
（問）最後に教科書採択を中心とした教育委員会が執行権を持つことについて。
今改定を機に、侵略を美化する教科書の採択を主張するグループを中心にして「総合教育会議において、首長が策定する「大綱」が決定される。そこに示された方針によって教科書採択をしなければならなくなった」と主張しております。これはまったくのウソであり、教科書採択と言う極めて政治的中立が求められる事項、個別の教職員人事などの執行権は総合教育会議ではなく、教育委員会にあるか。
（答）教育委員会で責任を持って進めていく事項である。
